
（単位：円）

科　　目 金 額

Ⅰ増加原因の部
　１基本財産運用収入 18,472
　２会費収入 39,100,000
　３法整備支援受託事業収入 82,967,742
　４雑収入
　　　受取利息 7,346
　　　雑収入 0

7,346
合　　計 122,093,560

Ⅱ減少原因の部
　１事業費
　　　法整備支援受託事業費 83,446,088
　　　その他法整備支援事業費 3,443,045
　　　ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ等運営事業費 9,324,665
　　　調査研究事業費 3,376,890
　　　広報事業費 2,166,746

101,757,434
　２管理費
　　　会議費 397,291
　　　事務管理費 3,136,400
　　　賃借料 6,000,298
　　　人件費 4,845,993

14,379,982
　３減価償却額
　　　建物付属設備減価償却額 98,681
　　　器具備品減価償却額　 445,245

543,926
合　　計 116,681,342

当期正味財産増加額 5,412,218

前期繰越正味財産額 78,240,992

期末正味財産合計額 83,653,210

注：税法基準に基づき、定率法にて減価償却を実施しております。

財団法人　国際民商事法センター

正味財産増減計算書
平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで


